
第７回大分県働き方改革推進会議 

                             令和２年７月６日(月)１３:３０～１５:００ 

                             大分県庁舎新館１４Ｆ大会議室 

 

◆   次  第   ◆ 

 

開    会  

 

知事あいさつ  

 

議    事 

 

１ 雇用情勢及び雇用の安定確保について  

 

２ 「感染症に強い経済構造の構築」に関する事例発表 

 

－ 意 見 交 換 － 

 

３ 共同宣言目標の達成状況等について   

   

４ その他  

 

 閉  会 

 

【資 料】 

１-① 新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響及び雇用失業情勢  

１-② 大分県における社会経済の再活性化に向けた緊急対応について 

１-③ 大分県における雇用の安定確保に向けた緊急共同宣言 

１-④(参考)新型コロナウイルス感染症にかかる支援策（大分労働局・大分県） 

２ 柳井電機工業株式会社の取組 新型コロナウイルス禍における働き方 

柳井電機工業株式会社 代表取締役社長 柳井 智雄 氏 

３ 共同宣言目標の達成状況等について 

４ 令和２年度「おおいた働き方改革」トップセミナー（案） 



令和２年６月26日現在

大分局 全国

１労働相談件数（のべ・件）（2/14 ） 5,651 762,183

                うち解雇・雇止め（のべ・件） 268 16,755

       うち雇用調整助成金（のべ・件） 4,084 577,481

２雇用調整の可能性がある事業所数（社） 128 49,020

３解雇者数（人）（見込みを含む） 216 28,173

      うち非正規雇用労働者数（人）（5/25 ） 36 9,009

４内定取消（人） 0

５入職時期繰り下げ（人） 4

 令和２年5月 令和２年4月 前月差 平成31年5月 前年比（差）

６雇用保険受給資格決定件数（件） 1,828 2,447 - 1,800 1.6

７雇用保険資格喪失者のうち事業主都合（人） 411 704 - 396 3.8

８新規求人数（人） 7,093 7,255 - 9,330 ▲ 24.0

９新規求職申込件数（件） 4,034 5,723 - 4,649 ▲ 13.2

10有効求人倍率（倍） 1.18 1.27 ▲ 0.09 1.57 ▲ 0.39

11産業別・規模別新規求人数（人）

12失業率（％）(全国） 2.9 2.6 0.3 2.4 0.5

13失業率（％）（大分県）（四半期毎） ー
2.0

R2.1-R2.3
ー

2.3

R1.4-R1.6
ー

令和２年６月末現在

14雇用調整助成金支給申請書提出数（件） 3,231

15雇用調整助成金支給決定件数（件） 2,635

16働き方改革推進支援助成金

 （職場意識改善特例コース）支給決定件数（件）
33

１ ５ コロナの影響によることが確認できたもの。

裏面参照

新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響及び雇用失業情勢

020706大分労働局

ー

資料１－①



産  業 ・ 規  模 令和2年5月    前 年 同 月

   A、B 農，林，漁業       (01～04) 81 143 ▲ 43.4
   Ｃ   鉱                 業       (0 5 ) 4 0 -
   Ｄ    建       設       業       (0 6～08) 936 1,025 ▲ 8.7
   Ｅ   製       造       業       (09～32) 657 925 ▲ 29.0
     09   食   料   品   製    造    業 146 222 ▲ 34.2
    10  飲料・たばこ・飼料製造業 16 14 14.3
    11  繊       維        工       業 29 36 ▲ 19.4
 　 12   木 材・木 製 品 製 造 業 11 13 ▲ 15.4
    13   家 具・装 備 品 製 造 業 9 13 ▲ 30.8
    14   パルプ・紙・紙加工品製造業 11 7 57.1
    15   印刷・同関連産業 10 16 ▲ 37.5
    16   化       学       工       業 10 18 ▲ 44.4
    17   石油製品・石炭製品製造業 0 0 -
    18   プラスチック製品製造業 10 49 ▲ 79.6
    19  ゴ  ム  製  品  製  造  業 3 6 ▲ 50.0
    21   窯 業・土 石 製 品 製 造 業 18 30 ▲ 40.0
    22  鉄          鋼          業 16 30 ▲ 46.7
    23   非  鉄  金  属  製  造  業 6 14 ▲ 57.1
    24   金  属  製  品  製  造  業 44 57 ▲ 22.8
    25   はん用機械器具製造業 18 27 ▲ 33.3
    26   生産用機械器具製造業 8 18 ▲ 55.6
    27   業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 3 9 ▲ 66.7
　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業 72 32 125.0
　　29　電 気 機 械 器 具 製 造 業 78 86 ▲ 9.3
    30   情報通信機械器具製造業 0 0 -
    31   輸送用機械器具製造業 130 209 ▲ 37.8
　　20、32  そ の 他 の 製 造 業 9 19 ▲ 52.6
   Ｆ   電気・ガス・熱供給・水道業  (33～36) 7 4 75.0
   Ｇ   情報通信業      (37～41) 106 193 ▲ 45.1
        39 情報サービス業 95 163 ▲ 41.7
 　Ｈ　運輸業，郵便業　(42～49) 366 608 ▲ 39.8
   Ｉ　 卸売業，小売業    (50～61) 872 1,133 ▲ 23.0
     50～55   卸売業 165 218 ▲ 24.3
     56～61  小売業 707 915 ▲ 22.7
     　 56 各種商品小売業 82 94 ▲ 12.8
   Ｊ    金  融　業， 保  険  業    (6 2～67 ) 20 39 ▲ 48.7
   Ｋ   不動産業，物品賃貸業    (68～70 ) 71 91 ▲ 22.0
   Ｌ   学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業(71～74) 149 185 ▲ 19.5
　M  宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業　(75～77) 825 1,122 ▲ 26.5
　　75　宿泊業 105 325 ▲ 67.7
　　76　飲食店 708 744 ▲ 4.8
　Ｎ　生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業　(78～80) 207 383 ▲ 46.0
　Ｏ　教育，学習支援業　(81，82) 58 82 ▲ 29.3
　Ｐ　医療，福祉　(83～85) 1,994 2,153 ▲ 7.4
        83 医療業 922 1,012 ▲ 8.9
        85 社会保険・社会福祉・介護事業 1,071 1,129 ▲ 5.1
　Q 複合サービス事業　(86、87) 57 111 ▲ 48.6
　Ｒ サービス業(他に分類されないもの)　(88～96 ) 516 1,001 ▲ 48.5
　　91　職業紹介・労働者派遣業 34 170 ▲ 80.0
　　92　その他の事業ｻｰﾋﾞｽ業 373 668 ▲ 44.2
  Ｓ・Ｔ  公　務  ・  その他    　 　 (97，98，99) 167 132 26.5

合                         計 7,093 9,330 ▲ 24.0
         ２９          人       以下 4,685 6,148 ▲ 23.8
          ３０     ～       ９９   人 1,573 2,138 ▲ 26.4
        １００     ～      ２９９   人 546 743 ▲ 26.5
        ３００     ～      ４９９   人 111 138 ▲ 19.6
        ５００     ～      ９９９   人 108 115 ▲ 6.1
      １，０００        人       以上 70 48 45.8

（注）規模は事業所規模

平成26年4月分から産業分類は平成25年10月改訂の「日本標準産業分類」による。

      　　        新規求人・産業別・規模別状況(パートを含む） 大分労働局

   前年同月比（％）



(２以降は、６/１２開催分資料）
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新型コロナウイルス感染症にかかる支援策（大分労働局）

対象 支援策 内容 問い合わせ先

雇用調整助成金
経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事
業主が、雇用の維持を図るための休業手当等に要した費
用を助成

大分労働局4階 大分助成金センター

（妊婦を雇用する事業主）
新型コロナウイルス感染症に

る休暇取得支援助成金

新型コロナウイルス感染症への感染のおそれに関する心

を受け、休業が必要であるとされた妊娠中の女性労働者
のために、有給休暇制度を設けて取得させる事業主に対
する助成

大分労働局3階 雇用環境・均等室

新型コロナウイルス感染症に
よる小学校休業等対応助成金

新型コロナウイルス感染症への対応として、小学校等が
臨時休業した場合、子どもの世話を保護者として行うこ
とが必要となった労働者に対し、有給休暇を取得させた
事業主に対する助成

・学校等休業助成金・支援金、
 雇用調整助成金コールセンター

・大分労働局3階 雇用環境・均等室

両立支援等助成金
（介護離職防止支援コース
（新型コロナウイルス感染症
対応特例））

新型コロナウイルス感染症への対応として、家族を介護
する労働者に対して有給の休暇を取得させた中小企業事
業主に対する助成

大分労働局3階 雇用環境・均等室

働き方改革推進支援助成金
（職場意識改善特例コース・
新型コロナウイルス感染症対
策のためのテレワークコース
（調整中））

・職場意識改善特例コース：特別休暇制度を整備の上、
特別休暇の取得促進に向けた環境整備に取り組む中小企
業事業主に対する助成
・テレワークコース：新型コロナウイルス感染症対策と
してテレワークを新規で導入する中小企業事業主への助
成（調整中）

大分労働局3階 雇用環境・均等室

労働保険料等の申告・納付期 労働保険料等の申告期限・納付期限（年度更新期間）を 大分労働局3階 労働保険徴収室

労働保険料等の納付猶予の特
例

事業に係る収入に相当の減少があった事業者は、申請に
より、労働保険料等の納付を１年間猶予

大分労働局3階 労働保険徴収室

新型コロナウイルス感染症の
影響による特別労働相談窓口

労務管理（賃金の支払、解雇、休業手当）の相談
労働者の健康に関する相談

・大分労働局3階 雇用環境・均等室
 総合労働相談コーナー

・大分労働基準監督署
 総合労働相談コーナー

 大分市新川町2-1-36大分合同庁舎2階

電子申請
３６協定届や就業規則などの労働基準法の届出や雇用保
険適用関係、雇用継続給付などの手続をパソコン等から
申請

電子政府利用支援センター

各種団体
等
おおいた「新しい働き方」応
援キャンペーン

テレワーク等の新しい働き方を提案するキャッチフレー
ズ等を経済回復のためのイベント等（例：GoToキャン
ペーン）のチラシ等に掲載した場合に、当該イベント等
を大分労働局ホームページ等でも広報

大分労働局３階 雇用環境・均等室

事業主
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対象 支援策 内容 問い合わせ先

新型コロナウイルス感染症対
応休業支援金・給付金

中小企業の労働者が休業し、休業中に休業手当を受ける
ことができない場合に支給

調整中

新型コロナウイルス感染症の
影響による特別労働相談窓口

賃金、休業手当など労働条件に関する相談
退職、解雇、労働条件引き下げに関する相談

・大分労働局3階 雇用環境・均等室
 総合労働相談コーナー

・大分労働基準監督署
 総合労働相談コーナー

 大分市新川町2-1-36大分合同庁舎2階

派遣労働者相談窓口
新型コロナウイルス感染拡大による、派遣契約解除等に
かかる相談

大分労働局3階 職業安定部需給調整事業
室

（働く妊婦）

談

働く妊婦が、新型コロナウイルス感染症への感染のおそ

に影響があるとして、医師等から指導を受けた場合の相
談

大分労働局３階 雇用環境・均等室

（フリーランス）
新型コロナウイルス感染症に
よる小学校休業等対応支援金

新型コロナウイルス感染症への対応として、小学校等が
臨時休業した場合等に、その小学校等に通う子どもの世
話を行うため、契約した仕事ができなくなっている保護
者への支援金

・学校等休業助成金・支援金、
 雇用調整助成金コールセンター

・大分労働局３階 雇用環境・均等室

新卒者
卒業者
新卒者内定取消等特別相談窓
口

内定の取り消しや入職時期の繰り下げ等にかかる相談

大分新卒応援ハローワーク

大分市高砂町2-50 OASISひろば21地下1
階

雇用保険（失業給付）・個別

ハローワーク（公共職業安定所）
大分097-534-8684 佐伯0972-24-8609
別府0977-23-8609 宇佐0978-32-8609
中津0979-24-8609 豊後大野
日田0973-22-8609        0974-22-8609

職業相談支援体制の拡充
再就職に関する相談
ハロートレーニング（職業訓練）

ハローワーク（公共職業安定所）
大分097-534-8684 佐伯0972-24-8609
別府0977-23-8609 宇佐0978-32-8609
中津0979-24-8609 豊後大野
日田0973-22-8609        0974-22-8609

労働者

失業者

2
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新型コロナウイルス感染症にかかる支援策

区分 名称 内容 執行状況

資金繰り

新型コロナウイルス感染症緊急対策特別資金
（県制度資金）

限度額1.6億円
利率1.3％ 融資実績 2,353件 321億円（6/26）

がんばろう おおいた資金繰り応援資金
（県制度資金）

限度額4,000万円
当初３年間無利子・無担保 融資実績 2,855件 370億円（6/26）

生活福祉資金特例貸付 無利子２０万円以内（個人事業主等）
無利子20万円×3月以内（2人以上世帯） 貸付実績 9,645件 28億円（6/25）

雇用維持 雇用調整助成金 補助率最大10／10（中小）
上限額15,000円／日 大分労働局支給決定数 2,635件（6/30）

その他

大分県中小企業・小規模事業者応援金 コロナ関連融資を受けた
法人３０万円 個人事業者１５万円 等

申請数 4,630件（6/30）
給付済 2,030件 5億130万円（6/30)
※申請受付から10日程度で給付

飲食店を通じた感染拡大防止対策支援
事業費補助金 上限８０万円／団体 採択団体数 43（6/30）

大分県民向け旅館ホテル応援割 5,000円／人
（２名以上は10,000円限度） 10,000人泊相当分が初日完売（6/1）

おおいた旅クーポン 5,000円／人 8,000枚発売中（6/22 7/3）抽選予定

税 県税徴収猶予制度の特例 最大１年間徴収猶予（延滞税免除） 猶予承認済 144件 5,676万円（6/25）

(県）
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柳井電機工業株式会社の取組
新型コロナウイルス禍における働き方

【会社概要】
・所在地 本社（大分市）・中津支店

福岡支店・東京営業所

・社員数 １５７名

・事業案内 プラント工事
社会インフラ事業
空調事業
自社ドローンによる点検
画像解析
ロボットSI事業
IoTソフトウエア開発

新型コロナウイルスへの取組の二本柱

●事業を継続。ステークホルダーにサービスを継続すること

●働く従業員の不安（本人家族の感染、収入など）を取り除くこと

資料２
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テレワーク テレワークの取組

【取組内容】
・３月１１日から、社員をA・B班に分け、１日おきにテレワークを実施（A・B班は接触禁止）
・各事業所間での接触も禁止（どこかの事業所が、14日間閉鎖されても事業継続可）
・福岡支店は、緊急事態宣言以前2月初旬から全員テレワークへ移行(不安大＋IT教養高)
・工事や修理現場に行く社員も、テレワークの日は、オフィスに寄らず直行直帰
・メンテナンスを行う本社作業棟でも、他の班と会うことがないようエリア分け
→万が一、社内で新型コロナウイルス感染者が確認されても、A・Bどちらかの班、
もしくは、単一事業所が隔離される可能性があるだけで事業継続ができる。
その他
・ 休校中の子供を連れての出社も可 ・消毒用アルコールミニボトルを全社員に配布
・妊娠や持病があるため、コロナに不安を持つ人はフルリモート(一切出社なし)
・本人 or 家族が37.5度以上で、特別有給休暇14日付与して出社停止。

【課題解決への取組】
ハードウエア＋通信インフラ整備
・ノートPC（熊本の震災以降全員に配布）、スマホの貸与（契約社員も含み2月中に完了）
・自宅でテレワークが難しい社員には本社隣接作業棟2階に職場を１室開放（主に印刷）
・新入社員は在宅ワークが難しいので、本社別室通勤と通常通勤を交互に
・電子印鑑の導入（以前は社内に来ないと電子印鑑も押せなかったがクラウドで可へ）
意思決定
・毎日、WEB役員会を開催。通常なら3か月かかるようなことも即日決裁。
長くて30分程度の会議だが、組織の意識合わせにはとても有効であった。
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テレワーク 新卒採用に向けた取組

【取組内容】
・ ３月１２日からオンラインでの会社説明会を実施
・グループ面接はせず、オンライン面接もO.K.（結果、すべてオンラインのみで内定）

→大学生は、オンライン面接に抵抗はなく、むしろ、「なぜしてくれないのか」との発言や
「オンライン対応しない会社は、希望していても候補から外す」といった発言多数

【課題】
・合同説明会が開催されていないので、当社以外を目当てに来た人が、うっかり当社の
ブースに入り込み、入社希望者が増えていくことがないので、別のアプローチ要。
・当日に簡単に参加ができるため、入社希望度の低そうな人も参加してしまう。

【採用計画】

会社説明会 3月中旬 4月下旬 5月中旬

筆記試験 3月下旬 5月初旬 5月下旬

一次面接 4月初旬 5月中旬 6月初旬

二次面接 4月中旬 6月初旬 6月中旬

内 定
-3-



テレワーク ＋α
業務の効率化＋労働生産性向上
IoTなどを活用した取組

＃ドローンでメガソーラー点検
ドローンでメガソーラーの点検することで、3日を要していた作業が20分に短縮

＃IoTをか活用した日本酒の醸造（八鹿酒造（九重町）との共同研究）
職人の経験や感覚が重要とされる酒造りにＩｏＴを導入
アルコールや温度管理をデータ化することで、業務を効率化、品質の向上

→従業員の作業負担が軽減し、働き方改革の一環としても期待される
-4-



テレワーク ＋α
おおいた働きたい女性応援サイト

2019年３月に柳井電機工業㈱さんの以前からのテレワークの取組を紹介しています。（以下、記事抜粋）
https://www.pref.oita.jp/site/joseiouen/ya0001.html

-5-



共同宣言目標の達成状況等について

□ 大分県働き方改革推進会議（H28.12月設置）
長時間労働の是正や、仕事と子育てや介護等が両立できる環境整備など働き方改革の機運醸成及びその推進を図る
ため、働き方改革の実現に向けた議論を行う。また、企業の働き方の取組を促進するとともに、新しい課題について対策を
検討し、働き方改革を推進する。
■委員：経済団体代表、連合代表、企業経営者、有識者など 計１４名 ■事務局：大分労働局、大分県

第３回会議（H29年6月15日開催）
■議事 （１）労働局長報告（国・働き方改革実行計画等）

（２）主なテーマについて

・仕事と子育て・介護との両立環境整備

・女性活躍促進、柔軟な働き方、留学生の活用

（３）目標設定、共同宣言（案）について

第１回会議（H28年12月13日開催）
■議事 （１）労働局長報告（国・実現会議の動向等）

（２）大分県の現状と課題

（３）委員からの事例発表・提言・意見交換

（４）働きやすさの指標（国の目標値）

第２回会議（H29年2月21日開催）
■議事 （１）労働局長報告（国・実現会議の動向等）

（２）主要課題の議論

長時間労働の是正に向けた取組について

（３）働き方改革を推進するために取り組むこと

第５回会議（H30年6月15日開催）
■議事 （１）大分県における働き方改革について

（２）「働き方改革関連法案」について

（３）意見交換

・中小企業・小規模事業者への働き方改革の浸透について

・若年人材の確保、定着促進 ・女性の多様な働き方推進

第４回会議（H29年8月17日開催）
■議事 （１）共同宣言、目標設定（案）について

（２）働き方改革推進施策について

■共同宣言式 1

第６回会議（R元年７月１日開催）
■H30働き方改革実践モデル企業による取組発表

■議事 （１）共同宣言目標の達成状況等について

（２）意見交換

・当会議の法律での位置づけ

・働き方改革を進めるうえでの企業の関心事及び行政の取組

・働き方改革推進体制について

働き方改革トップセミナー（R元年10月１日開催）
（１）「おおいた働き方改革」推進優良企業表彰式・取組紹介

・（株）ケイ・エス・ケイ ・（株）坂井建設

（２）講演「働きがいを高める組織風土改革」

～サイボウズはいかにして「100人100通り」の働き方ができる会社になったか～
サイボウズ（株） チームワーク総研シニアコンサルタント 松川隆 氏

資料３

これまでの働き方改革推進の取組



1. 中小・小規模事業者において、労働時間の削減等の働き方改革関連
法に沿った取組を進めるためには、生産性向上や人材戦略など、経
営計画の見直しそのものが必要な場合があり、専門的なサポートが
必要

2. 加えて、改革のしわ寄せが下請けにいかないよう、サプライチェー
ン全体として生産性向上に取り組んでいくことが重要

3. よって、本推進会議の下、事務局である大分県・大分労働局が中心
となって、（1）～（3）の組織間の具体的な連携を進めていく

（1）働き方改革関連法の観点（大分労働局、働き方改革支援センター）

（2）生産性向上や経営革新計画策定支援の観点(よろず支援拠点、商工団体)

（3）適正な取引確保の観点（経済産業省中小企業庁）

大分県働き方改革推進体制について

2



3



【共同宣言目標】

１ 一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下（R2：2020年）
（取組方針）
○時間管理の徹底、ＩｏＴやＡＩの活用などによる労働生産性の向上に取り組みます。

２ 年次有給休暇取得率 ７０%以上（R2：2020年）
（取組方針）
○ワーク・ライフ・バランスの推進などにより誰もが働きやすい職場環境を整備します。

３ 男性の育児休業取得率 １３%以上（R2：2020年）
（取組方針）
○部下の育児・介護に配慮･理解のあるイクボスの輪を広げ、男性の育児参加意識の向上により
子育てしやすい環境をつくります。

４ ２５～４４歳女性の就業率 ７７％以上（R4：2022年）
（取組方針）
○女性が活躍しやすい環境整備や起業支援等により働く女性を応援します。

※１上記２．３．４については、仕事と生活の調和推進官民トップ会議（内閣府）において策定した「仕事と生活の調和推進のための行動指針
（平成２８年３月７日一部改正）」の数値目標を参考にして設定したもの
※２今後、法改正等で国の数値目標が変更された場合は、｢目標項目及び目標値｣を見直すこととする
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１．一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下 （R2：2020年）
大分県 ２０１３．６ H 全国 １９７７．６H （R元：2019年）
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全国 大分県

全国

厚生労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模5人以上）

【現状】
・2019(R元)年の大分県の総実労働時間は前年比で37.2時間短くなった。
・全国との比較では、前年に比べ4.8時間差が縮まったものの、いまだ36.0時間上回っている。
《毎月勤労統計調査》

【分析】
・2016（H28）年常用雇用者数に占める大企業の割合が、全国35.8％に対し、大分県は17.4％で大企業の割合が低い。
《Ｈ30.12.14中小企業庁HPより》
→大企業は完全週休二日制の事業所が多いため、労働時間が短くなる。
・大分県の労働者のうち「正社員・正職員」の割合は62.5％で、全国平均59.5％を上回っている。
《平成28年経済センサス活動調査結果（大分県の概要）》
→ 業務時間が一律に決められいる正社員の割合が高いことで、全体の労働時間が長くなる。

5
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１．一般労働者の年間総実労働時間 全国平均以下 （R2：2020年）
大分県 ２０１３．６ H 全国 １９７７．６ H （R元：2019年）

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

【現状】
・各業種において、前年に比較して、年間総労働時間は短くなっている。
・製造業においては、２年連続で、大分県が全国を下回っている。
・卸売業、小売業においては、大分県が全国を大きく上回っており、 2019(R元)年は158.4時間長くなっている。
《毎月勤労統計調査》

【分析】
・大分県の産業別従事者は、「卸・小売業」（20.2％）、「医療、福祉」（17.3％）、「製造業」（14.9％）、「宿泊業・飲食サービス」（9.8％）で、この4業種で全体
の約6割を占める《平成28年経済センサス活動調査結果（大分県の概要）》
→上記業種は比較的労働時間が長い（特に、宿泊飲食サービス業、卸・小売業）ため、全体的に労働時間が長くなる。
・大分県でも、有効求人倍率は高水準が続いていた中、産業別従事者数の多い「建設業」「製造業」「医療、福祉」で求人者数が多い。
→人手不足により、現に働いている労働者の労働時間が長くなっている。
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一般労働者における年間総労働時間
業種別経年比較（大分）
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一般労働者における年間総労働時間
業種別経年比較（全国）
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２．年次有給休暇取得率 ７０％以上 （R2：2020年）
大分県 ５６．３％ 全国 ５２．４％ （R元：2019年）

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

【現状】
・大分県は、2012（H24）年度以降、2014（H26）年度を除いて、全国より年休取得率が高い。
・大分県の取得率は、ここ５年間は50%代で推移しているが、2019（R元）年は前年に比べ3.7％高くなり、55％を超えた。
・全国での取得率では、女性の取得率が58.0％と60％に迫る数値になっているのに比較して、男性は49.1％にとどまっている。
・企業規模別（全国）では、「1,000人以上」が58.6％、「300～999人」が49.8％、「100～299人」が49.4％、「30～99人」が47.2％で、規模が小さくなるにつれ
て、取得率も下がっている。
《H31 就労条件総合調査、R元大分県労働福祉等実態調査》

【分析】
・「年次有給休暇の取得がされにくい理由」の理由として、「代替可能な人員体制でないため」が52.9％（複数回答）で最も多かった。
《H29大銀経済経営研究所調査》
→少ない人員で生産性向上を図ることが重要
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大分県 全国

２．年次有給休暇取得率 ７０％以上 （R2：2020年）
大分県 ５６．３％ 全国 ５２．４％ （R元：2019年）

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

【現状】
・業種別（大分県）の取得率では、「電気・ガス・熱供給・水道業」が71.1％、「製造業」が67.4％と高く、「不動産業、物品賃貸業」、「サービス業（他に分類さ
れないもの）」は、取得率30％台と低い。
・「不動産・物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「サービス業（他に分類されないもの）」では、全国を大分県が10％以上、下回っている。
《H31 就労条件総合調査、R元大分県労働福祉等実態調査》
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おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況
３．男性の育児休業取得率 １３％以上 （R2：2020年）
大分県 ４．８％ （R元：2019） 全国 ６．２％ （H30：2018）
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【現状】
・男性の育児休業取得率は、2018（H30）年までは全国を上回り増加傾向にあったが、2019（R元）は、前年比で2.0％の減少となった。

【分析】
・6歳未満の子どもを持つ夫の家事・育児関連行動者率は、共働き世帯で家事は増えている（2011（H23)年19.5％→2016(H28)年23.3％）が、育児は減って
いる（2011(H23)年32.8％→2016(H28)年31.0％）。《男女共同参画白書令和元年版》
・男性の末子出生後８週間以内の育児休業の取得のきっかけは、職場に関するもので、「職場の同僚や上司などから取得を勧められた」が22.9％、「会社
から取得を勧められた」が17.1％となっている。反対に育児休業制度を利用しなかった。
理由は、「業務が繁忙で職場の人手が不足していた」が38.5％、「職場が育児休業を取得しづらい雰囲気だった」が33.7％になっている。《仕事と育児の両
立に関する実態把握のための調査研究事業（H29年度厚生労働省委託事業）》
→職場の上司の理解がポイント
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【現状】
・全世代で就業率が上昇し、目標を達成した。 《H29就業構造基本調査》
・大分県では、「出産・育児のため」に前職を離職した者の割合は9.2％と前回調査より1.7ポイント増加している。《H29就業構造基本調査》

【分析】
・在宅ワークという働き方が、時間や場所に制約の多い人の就業を後押しした。（女性の自営型就業者におけるテレワーカーの割合H29年
21.5％→H30年22.6％《H30テレワーク人口実態調査》）
→テレワークを含めた多様な働き方が重要

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

４．25歳～44歳女性の就業率 ７７％以上 （R4：2022年）
大分県 ７８．６％ 全国 ７６．１％ （2017）
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－ 大分県労働福祉等実態調査 （各年6月30日現在）－
県内の民間事業所における労働条件や労働福祉等の実態と動向について、毎年度、県内の1000事業所を対象に調査を

実施した結果、働き方改革に取り組んだ事業所は着実に増加している。
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設けている 設けていない 無回答

121

565 107
増加

76.0%

64.5%

23.9%

35.3% 0.2%

R元年度

H30年度

働き方の見直しを実施している事業所

実施している 実施していない 無回答

78.4%

55.7%

21.6%

44.3% 0.0%

R1年度

H30年度

年休の取得促進を実施している事業所

実施している 実施していない 無回答

増加

おおいた働き方改革共同宣言・目標達成状況

605

増加
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■目的 働き方改革は経営トップ自らの強いリーダーシップにより、 積極的かつ継続的に推進することが必要である。
企業経営者等を対象に働き方改革先進企業トップによる講演等を行い、働き方改革への理解を深め、意識改革
を図っていただく機会とする。

■対象 企業経営者、人事労務責任者（定員１００名程度）

■日時 令和２年１０月６日（火） １５時３０分～１７時３０分

■場所 ホテル日航大分オアシスタワー ５階 孔雀の間

■内容 １．令和２年度大分県「おおいた働き方改革」推進
優良企業表彰受賞企業の取組紹介 ※表彰企業未定
２．講演
講師 （株）コンカー 代表取締役 三村真宗氏

令和２年度「おおいた働き方改革」トップセミナー（案）

（拡大版 大分県働き方改革推進会議）

【会社概要】
所在地：西日本本社(大阪府)ほか２支社（愛知県・大分県）
従業員：253名（2020年3月現在）
事業内容：出張・経費管理、請求書管理クラウドサービスの提供

－ （株）コンカーの取組－

コンカー設立後、社員同士の不信感が募ったことにより、「情報が隠される」
「社員同士が協力しない」「疑心暗鬼の空気が広がる」雰囲気の職場を経験。
この“コンカー暗黒時代”の反省をいかし、「人」を会社における最重要のア
セットとした組織作りをスタート。
ミッション・ビジョン・コアバリューの共有を通じた社員の志の一体化など「マイ
ンド」の面に加えて、「100時間時短勤務制度」や社員のランチ代を会社が負担
してコミュニケーションを推進する「ランチ代補助制度」など様々な施策を実施。
その結果、2017年にはGreat Place to Work（働きがいのある会社）ランキン
グにおいて2年連続1位、女性部門でも1位獲得に加え、5年連続でベストカン
パニーを受賞するなど、名実ともに働きがいのある企業に成長。
「働きがい」のある組織作りだけでなく、会社の年平均成長率96％という成果
も達成しました。

【三村氏の略歴】

・1969年8月15日生まれ（50歳）

・東京都出身

・2011年10月より株式会社コンカー代表取締役社長

・1993 年、慶應義塾大学法学部卒業。同年、日本法人の創業メンバーとしてSAP 
ジャパン株式会社に入社。以後13 年間に渡り、ビジネス・インテリジェンス事業本部
長、社長室長、CRM 事業本部長、製品マーケティング本部長、戦略製品事業バイス
プレジデント等を歴任。2006 年、マッキンゼー・アンド・カンパニーに入社し、金融、
通信、ハイテク企業等の戦略プロジェクトに従事し、IT 戦略・IT ビジョンの策定、ソフ
トウェア事業のBPR 等を担当。2009 年、ベタープレイス・ジャパン株式会社 シニア・
バイスプレジデント。2011 年10 月から現職。

・著書 『新・顧客創造』（ダイヤモンド社刊 2004年）、『展望次世代自動車 : 実用化
と普及拡大に向けて』（化学工業日報社刊・共著 2011年）、『最高の働きがいの創り
方』（技術評論社刊 2018年）

・趣味 読書（特に歴史小説）、ゴルフ

・信条 意志あるところに道は開ける。

（2020年5月現在）

資料４


